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様式第 13号（第 15条関係） 

 
合 併 認 証 申 請 書                

○年○月○日 

 

  兵庫県知事 様  

 

申請者 合併に係る特定非営利活動法人 

主たる事務所の所在地 

兵庫県○○市○○町○○番地の○             

名称及び代表者の氏名 

特定非営利活動法人△〇川流域保全グループ  

理事長  ○ ○ 太 郎          

電 話（□〇□）○×△－○○○○      

電子メール ○○○＠××××.△△        

合併に係る特定非営利活動法人 

主たる事務所の所在地 

兵庫県○○市○□町○○番地の○〇          

名称及び代表者の氏名 

特定非営利活動法人△〇□保全ネットワーク  

理事長  △ ○ 次 郎          

電 話（□〇□）○△×－○○○○      

電子メール □□□＠××××.△△        

特定非営利活動促進法第 34 条第５項において準用する同法第 10 条第１項の規定により、次のとおり合併

の認証を申請します。 

合併後存続し、又は合併により設立する特定
非営利活動法人の名称 

特定非営利活動法人△○川流域保全グループ 

合併後存続し、又は合併により設立する特定
非営利活動法人の代表者の氏名 

○ ○ 太 郎 

合併後存続し、又は合併により設立する特定
非営利活動法人の主たる事務所の所在地 

△○市○△町○丁目○番○号△△マンション○
○号○○室 

電 話（□〇□）○△×－○○○○ 
電子メール □□□＠××××.△△ 

合併後存続し、又は合併により設立する特定
非営利活動法人のその他の事務所の所在地 

○〇市△△町○丁目○番○号 
電 話（□〇□）○△×－○○○○ 
電子メール □□□＠××××.△△ 

合併後存続し、又は合併により設立する特定非
営利活動法人の定款に記載された目的 

この法人は、△○川流域を中心とした住民に対し
て、△○川にまつわる民話・文化の伝承や清掃ボ
ランティア、水辺の生き物たちとのふれあい事業
を行い、△○川の自然を守ることで、豊かな△○
川流域の暮らしづくりに寄与することを目的と
する。 

 

申請する日 



 

 

注１ 「合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地」の欄及

び「合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人のその他の事務所の所在地」の

欄は、事務所の所在地の字地番まで記載してください。 

 

２ 次の書類を添付してください。 

    なお、(２)、(３)及び(８)から(10)までの書類は、その副本１通も併せて添付してください。 

   (１) 特定非営利活動促進法（以下「法」という。）第34条第４項の合併の議決をした 

    社員総会の議事録の謄本 

   (２) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第１号の定款 

   (３) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第２号イの役員名簿 

   (４) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第２号ロの各役員が法第20条各号に該

当しないこと及び法第21条の規定に違反しないことを誓約し、並びに就任を承諾する書面の謄

本 

   (５) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第２号ハの各役員の住所又は居所を証

する書面として次に掲げるもの 

    ア 当該役員が住民基本台帳法の適用を受ける者である場合にあっては、同法第12条第１項の

住民票の写し又は当該役員の住所に係る同項の住民票記載事項証明書 

    イ 当該役員がアに該当しない者である場合にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権

限のある官公署が発給する文書 

   (６) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第３号の社員のうち10人以上の 

    者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面 

   (７) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第４号の法第２条第２項第２号及び法

第12条第１項第３号に該当することを確認したことを示す書面 

   (８) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第５号の合併趣旨書 

   (９) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第７号の合併当初の事業年度及び翌事

業年度の事業計画書 

   (10) 法第34条第５項において準用する法第10条第１項第８号の合併当初の事業年度及び翌事

業年度の活動予算書 

Ａ４ 

 

 


